
しずぎんでんさい WEBサービス利用規定 

 

１．（定義） 

（１）しずぎんでんさいＷＥＢサービス（以下「でんさいＷＥＢ」といいます）とは、利

用者が別途契約したしずぎんＷＥＢＰＣバンキングサービス（以下「ＷＥＢ－ＰＣ」と

いいます）により、株式会社全銀電子債権ネットワーク（以下「でんさいネット」とい

います）の各種取引について、でんさいネットの参加金融機関である当行のサービスを

利用者に提供するものです。 

（２）この規定で使用する各用語については特段の記載のない限り、株式会社全銀電子債

権ネットワーク業務規程（以下「規程」といいます）、株式会社全銀電子債権ネットワ

ーク業務規程細則（以下「規程細則」といいます）の定めるところに従うものとします。 

２．（でんさいＷＥＢの利用方法） 

（１）でんさいＷＥＢの利用にあたっては、当行が「でんさいＷＥＢサービスご利用マニ

ュアル」（以下「ご利用マニュアル」といいます）で別途定める方法および操作手順に

もとづいて端末機を操作し、当行所定のＵＲＬにて取引依頼情報を送信してください。 

（２）でんさいＷＥＢでは、利用者からの依頼であることを確認するため、ＷＥＢ－ＰＣ

を通じて、ログインＩＤ、電子証明書、ログインパスワードを入力するものとします。 

（３）でんさいＷＥＢの利用時間は、ご利用マニュアルで定める当行所定の日および時間

とします。ただし、当行は利用者に予め通知することなくこれを変更できるものとしま

す。 

（４）利用者の手数料については、当行所定の利用手数料を当月分の利用実績に応じて、

原則として翌月の 10 日（銀行休業日の場合は翌銀行営業日）に利用者が当行へ予め届

け出た決済口座（決済口座が複数ある場合は利用者が当行へ予め届け出た利用口座）よ

り引き落とすものとします。 

（５）この規定に定めのない事項については「しずぎんＷＥＢ－ＰＣバンキングサービス

ご利用規定」「規程」「規程細則」により取扱うものとします。 

３．（利用契約の締結要件） 

でんさいＷＥＢの利用契約（以下「利用契約」といいます）の締結は、規程で定める要件

のほか、以下の要件を満たす利用者に限定するものとします。 

①ＷＥＢ－ＰＣ契約者 

②信託の受託者として利用しない利用者 

③債務者利用（でんさいの発生記録に利用者が債務者として記録されるでんさいＷＥＢの

利用をいいます。以下同じ）の場合においては、当行に当座預金口座を保有している利

用者、または当行所定の審査基準を満たす利用者 

４．（債権者利用限定特約の申込の方法） 

債権者利用限定特約の申込は、でんさいＷＥＢ利用申込書において「でんさいの受領のみ



（債権者利用限定）」を選択することにより行うものとします。 

５．（利用者登録事項） 

利用者は利用者登録にあたって規程細則で定められた事項のほか、以下の事項を登録する

ものとします。 

①担当者の氏名または肩書き 

②業種区分 

③企業区分 

６．（利用者登録の通知） 

利用者登録完了時点で利用契約が成立したものとし、当行は利用者に対して「でんさいＷ

ＥＢサービス利用開始のご案内」を郵便にて発送します。 

７．（電子記録の請求） 

利用者はでんさいＷＥＢを通じて、発生記録、譲渡記録、保証記録の請求に必要な情報の

入力を行い、でんさいネットに電子記録を請求するものとします。 

８．（電子記録の請求の手続） 

前条の手続は、規程、規程細則のほか、この規定およびご利用マニュアルの定めに従うも

のとします。 

９．（債権者請求方式の利用） 

規程第 27 条に規定する債権者請求方式による発生記録の請求は、予め当行所定の書面に

より届け出た利用者に限り、行うことができるものとします。 

10．（電子記録の請求受付の通知の方法） 

利用者が前二条により請求した電子記録がでんさいネットにおいて記録された場合には、

当行は、利用者が予め届け出た電子メールアドレスに宛てて当該電子記録の内容を通知す

るものとします。 

11．（変更記録の請求の方法等） 

変更記録の請求はでんさいＷＥＢを通じて、債務者、債権者いずれか一方から変更記録の

請求に必要な情報を入力することにより行うものとします。その場合、相手方が承諾する

旨の入力を５銀行営業日以内に行ったとき変更記録がでんさいネットに記録請求されま

す。 

12．（電子記録の訂正および回復） 

でんさいネットまたは当行の過誤により、利用者の電子記録に訂正または回復すべき事項

が発生していることが判明した場合には、でんさいネットまたは当行が利害関係者全員に

その旨を通知し、当行所定の「訂正・回復承諾書」を利害関係者全員から受入れます。そ

のうえで、電子記録の訂正または回復を行うものとします。 

13．（債務者口座から債権者口座への口座間送金方法） 

同日に複数のでんさいの口座間送金決済がある場合、その総額が口座間送金決済口座の支

払資金を超えるときは、そのいずれを決済するかは当行の任意とします。 



14．（債権者または債務者からの口座間送金決済の中止の申出） 

利用者が口座間送金決済の中止を希望する場合には、当行所定の「口座間送金決済中止依

頼書」により支払期日の前営業日までに当行へ申出するものとします。なお、債務者から

の申出は、債権者の同意がある場合、もしくは規程細則が定める要件を満たす場合に限り

受け付けます。 

15．（支払不能に関する異議申立） 

第２号支払不能事由について異議申立をする債務者は、支払期日の前銀行営業日の 15 時

までに当行所定の異議申立書を当行に提出するものとし、支払期日の 15 時までに申出の

対象となった支払不能でんさいの債権金額相当額の金銭（異議申立預託金）を当行へ預け

入れたときに異議申立の効力を生じます。 

16．（異議申立の特例） 

第２号支払不能事由が不正作出である場合には、当行所定の「異議申立書（特例扱）」を

提出することにより、債務者はでんさいネットに異議申立預託金の預け入れの免除の申立

をすることができます。 

17．（債権者利用限定特約の解除） 

支払不能処分を科された利用者が規程細則に定める期間が経過し、かつ当行所定の審査基

準を満たした場合には、当行所定の「利用者登録情報変更届（兼変更記録請求書）」を当

行へ提出することにより、債権者利用限定特約が解除され債務者利用が可能となります。 

18．（利用者の申出による利用制限） 

利用者の申出により利用者が請求することのできる電子記録の範囲を制限すること（以下

「記録の利用制限」といいます）または記録の利用制限の解除を利用者が希望する場合に

は、当行所定の「利用制限・制限解除届」を当行に提出するものとします。 

19．（利用契約の解約の申出の方法） 

利用者が利用契約の解約を希望する場合は、当行所定の「利用契約解除届」を当行に提出

するものとします。 

20．（利用契約解除時の通知方法） 

利用者が、規程で定める事由に該当した場合またはＷＥＢ－ＰＣ解約に至った場合には、

当行は一方的に利用契約を解除することができるものとします。その場合は、利用契約に

かかる債権消滅の通知を当行がでんさいネットより受けた後、当行から利用者に対して、

「ご利用契約の解約完了のお知らせ」を郵便にて発送します。 

21．（合併・会社分割による地位の承継届出） 

合併または会社分割により利用契約の地位を承継した者は、当行所定の「利用者承継届」

と当行所定の書類を添付して届出るものとします。 

22．（利用者死亡時の地位の承継の届出） 

利用者が死亡した場合、当該利用者の地位を承継した相続人等が、当行所定の「相続時利

用継続届」と相続人全員分の印鑑証明書を添付して当行へ届出るものとします。 



23．（破産手続開始等の届出） 

利用者に破産手続開始の決定、その他規程細則で定める事由が生じた場合には、利用者は

遅滞なく書面にて当行へ通知するものとします。 

24．（債権記録に記録されている事項の通常開示の請求方法） 

利用者が債権記録に記録されている事項の開示を請求する場合には、でんさいＷＥＢを通

じて、当該開示請求に必要な情報の入力を行い、でんさいネットに開示を依頼するものと

します。 

25．（債権記録に記録されている事項の開示情報の提供） 

前条による開示請求があった場合、でんさいネットは請求者にでんさいＷＥＢを通じて当

該情報を提供するものとします。 

26．（記録請求に際して提供された情報の通常開示の請求方法） 

利用者または利用契約を解約しもしくは解除された元利用者（以下「元利用者」という）

またはその相続人や財産管理人等が、記録請求に際して提供された情報の開示を請求する

場合には、当行所定の「開示請求書（提供情報）」を当行へ提出することによりでんさい

ネットに開示を請求するものとします。 

27．（記録請求に際して提供された情報の開示の方法等） 

前条による開示請求があった場合、でんさいネットは当行を通じて当行所定の「開示回答

書」を店頭または郵送で請求者に交付することにより、当該情報を開示するものとします。 

28．（元利用者が開示請求を行う場合の手数料） 

元利用者が規程細則で認められた開示に係る請求をする場合は、当行所定の手数料を支払

うものとします。 

29．（書面による電子記録の請求の受付について） 

規程および規程細則で定められている場合の他は、原則として電子記録の請求の書面受付

は行いませんが、ＷＥＢ－ＰＣの利用に著しい不具合が生じている等の緊急時には取引店

において書面受付の対応を行います。 

30．（当行からの通知の到達について） 

利用契約における当行からの通知については、利用者が当行に届出を怠るなど利用者の責

によって延着・未着となった場合には、その通知は、通常到達すべき時に到達したものと

してみなします。 

31．（免責事項） 

本人確認のための情報として予め登録もしくは届出されている利用者ＩＤ、パスワード等

と一致を確認して取扱ったうえは、当行の責によらない不正使用、その他の事故があって

も当行は責任を負いません。 

32．（規定の変更） 

この規定の各条項その他の条件は、金融情勢その他の状況の変化その他相当の事由がある

と認められる場合には、当行ホームページへの掲載その他相当の方法で公表することによ



り、変更できるものとします。 

 

＜反社会的勢力ではないことの表明・確約に関する同意＞ 

私［でんさいＷＥＢサービスの利用者（法人の場合には、当該法人の役員等を含む。以下

同じ）］は、次の１のいずれかに該当し、もしくは２の各号いずれかに該当する行為をし、 

または１にもとづく表明・確約に関して虚偽の申告をしたことが判明した場合には、利用

契約が停止され、または通知により利用契約が解約されても異議はありません。なお、こ

れにより私に損害が生じた場合でも、株式会社静岡銀行（以下「銀行」といいます）に損

害賠償請求することはせず、いっさい私の責任とします。また、これにより銀行に損害を

生じさせた場合には、その損害額を支払います。 

１．私は、現在、暴力団、暴力団員、暴力団員でなくなった時から５年を経過しない者、

暴力団準構成員、暴力団関係企業、総会屋等、社会運動等標ぼうゴロまたは特殊知能暴

力集団等、その他これらに準ずる者（以下これらを「暴力団員等」といいます）に該当

しないこと、および次の各号のいずれにも該当しないことを表明し、かつ将来にわたっ

ても該当しないことを確約します。 

（１）暴力団員等が経営を支配していると認められる関係を有すること 

（２）暴力団員等が経営に実質的に関与していると認められる関係を有すること 

（３）自己、自社もしくは第三者の不正の利益を図る目的または第三者に損害を加える目

的をもってするなど、不当に暴力団員を利用していると認められる関係を有すること 

（４）暴力団員等に対して資金等を提供し、または便宜を供与するなどの関与をしている

と認められる関係を有すること 

（５）役員または経営に実質的に関与している者が暴力団員等と社会的に非難されるべき

関係を有すること 

２．私は、自らまたは第三者を利用して次の各号に該当する行為を行わないことを確約し

ます。 

（１）暴力的な要求行為 

（２）法的な責任を超えた不当な要求行為 

（３）取引に関して、脅迫的な言動をし、または暴力を用いる行為 

（４）風説を流布し、偽計を用いまたは威力を用いて銀行の信用を毀損し、または銀行の

業務を妨害する行為 

（５）その他前各号に準ずる行為 

 

＜利用者情報の取扱いに関する同意＞ 

１．利用者情報の取扱い 

私は、でんさいネットおよび銀行が次のとおり情報を利用することに同意します。 

（１）でんさいネットは、電子債権記録機関業務の実施、でんさいの円滑な流通の確保お



よび参加金融機関の与信取引上の判断のために、必要な範囲で利用者または元利用者

（以下あわせて「利用者等」といいます）の情報を利用するとともに、参加金融機関等

の第三者（以下「第三者」といいます）に対して、利用者等の情報を提供します。 

（２）銀行は、参加金融機関業務の実施、でんさいの円滑な流通の確保、参加金融機関の

与信取引上の判断およびでんさいＷＥＢのサービス提供のために、必要な範囲で利用者

等の情報を利用するとともに、でんさいネットまたは第三者に対して、利用者等の情報

を提供します。 

２．開示事項の同意 

でんさいネットが、他の利用者または電子記録もしくは電子記録の請求にあたって提供さ

れた情報の開示を請求した者に対し、規程および規程細則にもとづき、次に掲げる情報を

提供することに私は同意します。 

（１）発生記録における債務者の決済口座に係る情報 

（２）譲渡記録における譲受人の決済口座に係る情報 

（３）支払等記録における支払等を受けた者に係る情報 

（４）利用者等の属性、利用者番号および代表者名 

（５）譲渡記録における譲渡人に係る情報（決済口座情報を含む） 

（６）強制執行等記録における強制執行等を受けた電子記録名義人に係る情報 

（７）支払不能事由に係る情報 

（８）異議申立の有無に係る情報 

（９）電子記録、電子記録の請求、当該請求の有無、当該請求に係る通知または当該請求

の取消しに係る情報 

（10）その他規程および規程細則で開示の対象となる情報 


